
○ 防衛施設周辺の航空機騒音障害区域

に所有する事業用資産を譲渡し、航空

機騒音障害区域外の資産と買換える場

合の譲渡所得の課税の特例

○ 譲渡所得について、資産の譲渡によ
る収入金額が買換資産の取得価額以下
のときは、その収入金額の７０％を超
える金額に対して所得税が課税される
などの特例

当省の移転措置事業に関係する事業用資産の買換えの場合の譲

渡所得の課税の特例の適用期限が延長され、個人（所得税）は令

和５年１２月３１日まで、法人（法人税）は令和５年３月３１日

までとなりました。また、圧縮割合が８０％から７０％に変更と

なりました。なお、次回は延長されない場合もあることから、利

用される場合は、適用期限内の移転を御検討願います。

防衛省の移転措置事業に関係する事業用資産の買換え
についての課税の特例についてのお知らせ

東北防衛局企画部防音対策課移転措置担当（電話：０２２－２９７－８２１６）
東北防衛局三沢防衛事務所施設課（電話：０１７６－５３－３１１８）

防衛省は、移転措置事業として、「防衛施設周辺の生活環境の

整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）」第５条に基

づき、自衛隊等が使用する飛行場等の周辺地域において、航空機

の音響に起因する障害が特に著しい第二種区域 (航空機騒音障

害区域) を指定し､その区域が指定されたときに現に所在する建物

や土地の所有者からの申し出を受けて、移転の補償等を実施して

います。

※ 第二種区域は、第三種区域を含みます。
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